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1. はじめに 

近年，日本各地において地震などの大規模災害が多く発

生している．特に 2024 年 6 月現在，今後 30 年以内に

M8~9クラスの南海トラフ地震が発生する確率は 70~80%と

言われており[1]，災害発生時の避難所はどこであるか，安

全な避難経路はどの経路であるかを事前に確認することが

重要となっている． 

瀧澤はゼロサプレス型二分決定グラフ（ZDD）を使用し

て小地域ごとに避難所割り当てを全列挙し，その中から避

難距離と平均収容率に基づいた評価値が最適となる避難所

割り当てを抽出するモデルを提案した[2]．山本らは瀧澤の

モデルを参考にして，避難所の収容コストを最小に抑え，

滞在人数の日内変動と移動経路での滞留を考慮したモデル

を提案した[3]．しかし，これらの研究では一つの小地域か

ら避難所までの経路は一つしか想定されていなかった． 

同じ小地域に属する建物は，位置する場所により避難を

する方向は異なるため，一つの小地域に対して避難経路は

避難可能な方向の数だけ想定する必要がある．そこで，本

研究では山本らの手法に対し，小地域ごとに複数方向の避

難経路の提示が可能である避難計画作成モデルの提案を行

うことを目的とする． 

2. 避難計画 

2.1 避難計画とは 

一般的に避難計画とは各都道府県や各市町村といった各

自治体の作成する「地域防災計画」などに基づいて定めら

れる計画のことであり，災害発生時の被害や被害範囲，災

害発生時に際しての避難方法や避難経路などについて記載

されている．避難計画には個人が作成する個人避難計画と

各自治体の作成する広域避難計画が存在する．本研究では

広域避難計画を扱う．広域避難計画には災害発生時の避難

対象地域がどのような経路でどこへ避難するべきかなどが

記載されている．本研究では特に地震発生時に備えて事前

に地域を単位として各地域の避難所割り当てと避難経路を

求めることを指している．また，本論文で指す避難とは，

災害発生時に安否確認と避難の人数・被害状況の確認を行

うために安全な場所に一時的に退避することを指す． 

2.2 地域単位とは 

瀧澤の定義 [2]に従い，小地域とは丁や町内会のことを

指すものとする．地域単位とは避難計画を立てる際に小地

域を単位とすることを指す．小地域を単位とした避難の場

合，小地域内の建物の位置により避難所への避難経路は

様々な方向にあることが考えられるため，避難経路を複数

方向に想定して避難計画を求める必要がある．また，災害

発生時には住民の安否確認が必要となり，同一の小地域に

住む近隣住民同士で協力し合うことが重要となる．このこ

とから同一の小地域に住む住民は同一の避難所に避難をし

なければならないため，同一の丁や町内会などの小地域に

属する細分地域は同一の避難所に避難するという制約を与

える必要がある． 

3. 提案手法 

一つの小地域を一つのノードと見立てたネットワークを

用いて距離の総和・収容率の標準偏差・避難完了時間に基

づいた評価値が最適な割り当てを求めた山本らの手法に対

し，小地域ごとに複数方向の避難経路の提示が可能である

避難計画モデルを提案する． 

3.1 複数方向の避難経路 

図 1 は作成するネットワークにおいて地域一帯を一つの

ノードとして考えたものであり，図 2 は図 1 を避難可能な

方向の数で細分地域に分割したものである．青線で囲まれ

た地域が避難対象地域であり，赤線で囲まれたものは避難

所である．小地域一帯を一つのノードとして考えた場合，

避難所までの経路は一つしか想定されないが，避難対象の

小地域を細分地域に分割することで複数個の避難経路を想

定することが可能となる． 

 

 

 

 

 

 

3.2 提案手法の流れ 

提案手法は以下の手順で行う． 

1. 各小地域を避難可能な方向の数で細分地域に分割． 

2. 避難対象の細分地域・交差点・避難所をノード・道

路をエッジとし，距離と道幅をエッジの重みとした

重み付きグラフ（動的ネットワーク）を構築． 

3. ZDDを用いて 2.で構築したグラフを避難所ごとに分

割し，分割パターン（割り当て）を全列挙． 

4. ネットワークフローを用いて全列挙した割り当ての

中で避難所の容量制約と地域の避難先の制約（3.3

節）を満たす割り当てのみを抽出． 

5. 4.で抽出した割り当てに対し，滞在人数の日内変

動・移動経路での滞留を考慮した評価値（避難距離

の総和・収容率の標準偏差・避難完了時間）を算出

し，この評価値により最適な割り当てを出力． 

従来手法である山本らの手法の流れに 1.を加え 4.の避難

先の制約を加えたものとなっている．提案手法の 1.で行う

地域の分割は 3.1 節で示した例の通り，各小地域の実状に

合わせて手動で行う． 
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図 2 小地域を分割する場合 

 

 
図 1 小地域を分割しない場合 
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3.3 小地域の避難先の制約 

提案手法の 4.で行われる小地域の避難先の制約の決定方

法についての説明を行う．小地域 𝑥 (𝑥 ∈ 𝑋, 𝑋は地域の集合)

に対し，𝑥′ ∈ 𝑥 が分割後の細分地域とする．ノード𝑖 が含

まれる連結成分 𝑙𝑖𝑛𝑘𝑖 が同小地域の 𝑥′𝑖  と𝑥′𝑗  に対し，式 (1) 

を満たすもののみを抽出する． 

𝑙𝑖𝑛𝑘𝑥′𝑖
=  𝑙𝑖𝑛𝑘𝑥′𝑗

         (1) 

4. 実験 

4.1 実験内容 

名古屋工業大学の環境と構成員の建物ごとの滞在人数デ

ータを用いて避難計画を作成する．名古屋工業大学の各建

物を小地域と見立てて実験を行う．また，避難対象小地域

を細分地域に分割して作成した避難計画と分割せずに作成

した避難計画を比較し，提案手法の有効性を確認する． 

4.2 実験環境 

図３が細分地域に分割した場合での実験環境であり，図

４は分割しなかった場合の実験環境である．青ノードは避

難対象小地域，赤ノードは避難所，黄ノードは交差点を表

している．図３は図４の避難対象ノードを避難可能な方向

の数で分割し，分割したノード間にはエッジを張らないこ

とで作成した．人数データは 2016 年 6月 3日から 2016年

12 月 30 日の間に取得されたものを使用する．得られた人

数データはノード分割前のものであることから小地域に分

割した場合は元の人数データを配分する必要があるため，

均等に配分されたデータと細分地域分割前のネットワーク

と比較して新たに追加されたエッジを通るノードの配分を

大きくした場合のデータの２通りを考える．それぞれ表１，

表２のものを使用し，細分地域に分割しない環境では元の

人数データを使用する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 結果と考察 

割り当て結果は図５と図６のようになった．表３は評価

値の比較である．容量溢れは全結果とも０であった．２つ

の割り当てを比較すると避難所割り当てはすべて同じであ

り，図５における同小地域のノードは異なる経路で同一の

避難所へ避難していることがわかる．このことから複数方

向の避難経路を想定することが可能となり，実際の避難計

画により近いことが考えられる．評価値について，提案手

法の場合距離の総和が悪化しているが，これはノード数と

エッジ数が増加したことにより距離の総和も増加したと考

えられる．また，人数を均等に配分した場合避難完了時間

が短縮しており，ノードを分割したことにより１つのノー

ドの人数が減少し，避難経路での滞留が減少したためだと

考えられる．人数の偏りが大きい場合，移動経路での滞留

が発生しやすくなり避難完了時間が増加したと考えられる． 

以上のことから提案手法で１つの小地域に対して複数方

向の避難経路の想定をすることができ，避難完了時間は短

縮され容量溢れも発生していないことから提案手法の有効

性は確認できたといえる．また，人数配分の偏りが大きい

場合，移動経路での滞留が発生しやすくなることから，可

能な範囲で滞留が少なくなるような人数比で地域の分割を

することが望まれる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. まとめと今後の課題 

本論文では小地域内で複数方向の避難経路を想定した避

難計画を求める手法を提案した．提案手法と従来手法を用

いて得られた避難所割り当てと評価値を比較することによ

り，提案手法の有効性が確認した． 

今後の課題として名古屋工業大学ではなく，実際の市や

町のような地域を実験環境として避難計画を求める必要が

ある．また，実際の地域を実験環境とする場合，ネットワ

ークが膨大となることが想定されるため，シミュレーショ

ンの計算コストの削減が必要になると考えられる． 
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図 3 提案手法のネットワーク 

 
図 4 従来手法のネットワーク 

 

表 1 均等に配分した人数データ 

 

表 2 偏りを大きく配分した人数データ 

 
図 5  提案手法の避難所割り当て 

 
図 6  従来手法の避難所割り当て 

 

表 3 評価値（距離の総和，収容率の標準偏差，避難完了時間） 
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